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大阪労働者階級の形成
戦後の金属労働者を事例に
篠田　徹
1。はじめに
　戦後労働運動の起点をどこに置くか。本稿ではこれを占領以後に置く。
労使双方が行動様式を自己形成するのは，占領軍の重しが取れてからの
ことだからである。この前提に立った場合，戦後労働運動はこの時期に
産声を上げた総評労働運動に象徴される。
　総評労働運動が追求したのは，清水慎三の言葉を借りれば「企業別組
合の階級化」，つまり占領期からいわゆる「逆コース」期を経て形成され
つつあった戦後の企業内権力構造に対して，そこで既成事実化しつつあ
った企業別組合の存在は肯定しながら，そこにいる労働者の企業意識を
否定することだった。清水はその道筋を次の3つに要約する。
　1つは春闘過程であり，とりわけそれは春闘の量的成果よりも，質的
過程においてめざされた。合理化反対，職制追及，ダラ幹批判など日頃
の不満が春闘という高揚した闘争の場を借りて噴出したのはその例であ
る。
　2つは職場闘争であり，職場のあらゆる問題を要求化し，狭い職場を
活動の舞台にするこの方式は，企業内の権力構造を正面から攻撃すると
いう意味で，より直接的である。
　3つは地域組織の強化を中心とするいわゆる「平和と民主主義」の政
治活動と未組織労働者に対する組織化の展開である’）。
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　この総評労働運動の階級化路線を最も良く体現したのは，いわゆる「高
野指導」と「太田・岩井ライン」の時代，すなわち1950年代から60年代
初頭にかけてであろう。両者は当時から，「平和と民主主義」に象徴され
る高野の政治主義と「春闘」に代表される太田・岩井の経済主義という
形で対立的に位置づけられてきた2）。少なくともこの間両者が総評トッ
プのイスを争った経緯はそう受け取られやすい。しかし両者が関わった
運動の軌跡を見るならば，その構図はそれほど単純ではない。
　本稿では，太田・岩井路線は結果として高野路線ないしはその蓄積に
支えられて初めて機能したと考える。それは単に太田・岩井路線が軽視
したとされる政治運動を高野路線が補ったという意味ではない。実際太
田・岩井の時代は，安保を頂点とする戦後で最も熱い政治の季節であり，
彼等は総評をしてその事態を自らの構想に基き切り盛りしてきた。ここ
での筆者の本意は，経済主義と言われた太田・岩井路線が看板としてき
た春闘そのものが，高野が敷いた政治路線一企業内でのミクロの権力
構造に対抗した職場闘争と体制におけるマクロの権力構造に対抗した
「平和と民主主義」運動一に支えられ，また後者は前者が新たに切り開
いた運動空間においてその蓄積したエネルギーをさらに展開する機会を
得たという点にある。別言すれば両者は，清水が指摘したように，階級
化をめざすそれぞれの経路であり，しかもこの時代それは相互依存の関
係にあった。
　それは本来パターン・バーゲニングの一類型として位置づけられる春
闘が，寡占市場の確立という経済的条件が整った1960年代の高度成長以
降において，一定のマクロ実績を生み出す一つのサブ・システムとして
機能していったことと符号する3）。逆に言えばこのような経済条件が整
わない段階では，春闘方式とはそもそも経済以外のエネルギーなくして
は自力では浮揚しえない代物であったとも言える。そしてこの経済以外
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のエネルギーこそ，職場闘争と「平和と民主主義」の運動の高揚に他な
らなかった。また職場闘争とはいっても，敗戦直後の生産管理闘争に見
られた個々の企業での経営権の纂奪運動はもはや不可能であったという
意味で，限界をもっていた段階でも，また「平和と民主主義」の運動が
めざした安保廃棄や体制転換といった具体的な闘争が敗北に終った段階
でも，それを担った総評労働運動はなおしばらく闘争意欲を持続しえた
のは，春闘というこれらエネルギーのさらなる受け皿があったからでは
ないだろうか。
　この点に関連して大嶽秀夫は，三池をはじめとしたこの時期の労働争
議の実態から，当時の労働運動のダイナミズムの中心的メカニズムを，
反合理化といった経済秩序をめぐる争点において労働者の連帯を強化す
るために，それら争点を安保など政治秩序をめぐる争点へ結びつけてい
った独特の論理構造に求めると同時に，経済秩序をめぐる争点をあくま
で職場における自己権力欲求に限定し，それを例えば社会民主主義的な
視点から政治的争点にしえなかった戦後労働運動の限界の現れとして総
括している4》。
　しかしこの独特の論理構造は，また別の観点から評価することもでき
よう。本稿ではこれを，前述した運動の意図に立ち返って階級形成の観
点から論じる。その際念頭にある議論は，E・P・トムソンの階級形成論
である。アンドリュー・ゴードンによれば，トムソンは1970年代以降の
欧米労働史研究に決定的な影響を与えた名著『イギリス労働者階級の形
成』5）において，5つの論点を提起する6）。
　1つは労働者階級の主体的側面の重視である。トムソンは階級を経済
構造そのものによって形成されるものではなく，意識を持つ主体の対抗
関係の中でしか存在しないものと考える。つまり人々が共通の経験によ
って共通の利益を感じ，あるいは自分たちが他の人々とは異なった利益
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を持つことを感じ，またはそれを表明するとき階級は生まれる。
　2つは階級形成における文化的要因の重視である。トムソンは階級は
経済的に形成されるだけでなく，文化的にも形成されると考える。階級
意識は労働者の共通体験の文化の領域における表現であり，この場合の
文化とは例えば宗教，社会思想，価値観であったりし，それは時代や地
域によって階級の性格を変えていくことになる。
　3つは産業革命期の前後を通じての継続性の重視である。トムソンは
イギリス労働者階級形成の原点を，産業革命以前からの長い歴史の過程
で形成された社会思想や社会階層に求める。このことは従来否定的な評
価しか与えられていなかった前資本主義の社会思想への再評価を導いた。
　4つは労働者階級に対する定義の重視である。トムソンはイギリスで
労働者階級を形成した人々を，産業革命の象徴である大工場の賃金労働
者ではなく昔気質の職人たちに求め，職業の喪失と不自由な賃金労働者
への転落を阻止するために彼等こそが労働運動の担い手となったと考え
る。
　5つは労働運動の国民性・民族性の重視である。トムソンはイングラ
ンドの労働者階級の歴史を書いたのであり，ブリテンのそれを書いたの
ではなかった。そこには民族による宗教的伝統の違いや農村社会構造の
相違への考慮が働いている。
　これらトムソンの論点はその後の欧米の労働史研究を一変させ，とり
わけ「階級形成なき例外の地」アメリカでは「階級の再発見」へと多く
の研究者を駆り立てた。一方，日本の労働史研究においてはトムソンの
議論は無視され，戦後日本には階級が形成されなかったという「日本版
例外主義」は今日まで残ることになる7）。しかしながら前述の高野と太
田・岩井路線をめぐるダイナミズムの議論は，少なくとも第1および第
2の論点と深く関わっている。本稿はこのトムソンの論点から総評労働
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運動の階級化路線を検証することで，戦後労働運動の形成を再評価する
とともに，この日本版例外主義の議論に対する含意を提示するものであ
る。
　そして筆者にこの作業への取り組みを示唆したのは，総同盟大阪金属
産業労働組合から総評全国金属大阪地本に至る戦後大阪の金属労働者の
運動の軌跡であった。それは戦後の労働運動史においてユニークな足跡
を残した存在という意味だけでなく，いわば戦後労働史研究が見過ごし
た論点に格好の材料を与える点でも貴重である8）。
1）清水（1982）p．333－337．
2）清水慎三は両者の関係について，政治主義と経済主義という単純な区分では
　なく，労働運動をめぐる両者の思想的な違いを指摘する。清水（1982）p．320
　－324．
3）この点について1960年代当時の代表的な実証研究として大河内（1965）があ
　る。
4）大嶽（1994）p．188－200．
5）Thompson（1963）
6）ゴードン（1991）p．27－29．
7）これらの経緯についてはゴードン（1991）を参照。
8）本稿執筆にあたって，多くの関係者から当時の状況について話を聞く機会を
　得た。改めて感謝したい。
2．全金大阪における階級形成1）
　1）総同盟大金労の形成と分裂一1945～1951一
　大阪における労働運動の組織化は，東京と併行して，戦前の総同盟か
ら三二に至る各派の活動家が一丸となって「総同盟」に結集する形で進
められたが，大阪の共産党も当初は，東京で徳田球一らによって始めら
れた総同盟に対抗する産別会議の結成というような分裂行動を取らず，
大阪総同盟へ結集する努力がなされた2）。
　しかし1946年夏頃，大阪でも産別会議結成の動きが表面化し始めたの
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を受けて，すでに46年2月に結成された総同盟大阪連合会は，当初の方
針通り産業別整理を急ぐこととなり，総同盟大阪金属産業労働組合（以
下大金労）を結成した。同年9月，大阪で全国金属産業労働組合同盟（以
下全金）が結成され，大金労はその中で最大の地方組織となった3）。
　総同盟大阪連合会は，同年秋までに金属・繊維・一般化学について産
業別整理を行ったが，当時は各地方産別やその単位組合も，それぞれの
産業別組織の中央本部よりも総同盟大阪連合会と連合会傘下の地方協議
会による直接指導を受けており，金属関係の単位組合の組合員もまた大
金労の組合員という意識よりも総同盟の組合員としての意識が強かった。
　この頃東京では，関東金属と社会党左派の強い影響下で，経済復興会
議の設立をめぐる総同盟・産別を含む共同戦線の動きが活発になってい
ったが，大阪を中心とする関西ではそれとは異なった様相が示された。
前述したように大金労の場合，全金中央よりも総同盟大阪連合会の方針
下で活動していた上に，大阪連合会は旧総同盟の影響が強かったため，
東京のような民主戦線的な共同闘争は行わず，堅実に各企業を基礎とし
た生産復興運動を進める中で，高能率高賃金を実現することに目標を置
いていた。そのため東京の経済復興会議が産別会議を含めていたのに対
し，関西復興会議は当初産別会議の加入を拒否し，総同盟と関西経協と
で発足した。それは大阪では，総同盟が産別会議に対して圧倒的な組織
を持ち，また中小企業が多い大阪の事情を反映して，現実的な運動に重
きを置く傾向が強かったことにもよる。
　こうした生産復興への協力を続けてきた総同盟の運動も，48年頃にな
ると限界が現れ始め，生活難打開に向けて大企業労働組合を中心に産業
別統一闘争の展開と政府への政策要求への機運が高まってきた。この動
きを背景に，48年の総同盟第3回大会で総主事となった左派の高野実が
打ち出した産業別結集による政治闘争の方針に対する支持が集まり始め
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るが，それは右派が支配する地方連合会に対する挑戦でもあった。そし
て当時産別会議が推進した大金属合同への動きに反発した全金傘下の地
方連合会に所属する大企業労組が全国的産別結集に傾くことで，総同盟
及び傘下単産間に左右の対立が顕在化していく。さらにこの頃ドッヂ・
ラインによる企業整備の嵐が吹き荒れたため，総同盟傘下の大企業労組
は次第に戦闘化し，その動きは49年の総同盟第4回大会での左派の圧勝
に繋がる。
　他方，GHQによる官公労のスト権剥奪と行政整理や企業整備の猛威
が続く中で，産別会議・全労連・全官公など共産党の影響下にあった組
織から組合が次々に脱退していくこととなる。この過程でGHQが企図
した国際自由労連指向組合による労働戦線統一への動きが49年秋から急
速に進展し，総評結成へと発展する。この段階で総同盟執行部を握る左
派は，金属を始めとする既存の産別を鉄鋼・造船・機器・電機などの中
産別に再編する一方，総同盟を解体し各単産が総評に直接結集する方針
を打ち出すに至り，総同盟内部の左右対立は決定的となる。
　こうして大金労でも50年9月の大金属としての解散大会の翌日，鉄
鋼・造船を除いた大阪金属労働組合の結成大会が開かれたが，ここで左
派幹部への糾弾から新執行部では右派が優勢となり，それは10月に開か
れた同じく全金の解散・結成大会に持ち越され，ここで右派が退場した
ことで事実上の分裂が発生。さらに11月の総同盟大会でも同様の事態の
中で，右派は総同盟の刷新強化運動の展開へ，左派は総同盟の解散へと
快を分かっていった。その結果大金労でも，少数派となった左派は本部
委員会を退場し，総評大阪金属労働組合（以下総評大金労）を結成，一
方51年2月に開催された総評大阪地山結成大会では，左派系が単産毎に
参加したのに対し，右派の総同盟刷新強化派は一括参加し，大金労左派
からの初代議長選出に反対し，会費未納のままその年の5月に地評を正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　33
式脱退していった。
　このように総同盟大金労における左右対立を契機に全金大会で表面化
した分裂は，総同盟解散大会で決定的となり，右派は51年3月全金同盟
再建大会を開くに至ったが，当時の勢力比は，全金同盟の34，000名に対し
総評全金は47，000名と左派が優位にあった。しかし右派が強い大阪では，
総同盟大金労の14，000名に対し総評大金労は7，200名と左派が劣勢にあっ
た。そのため戦前の旧総同盟以来の労使協調を基調とする総同盟大金労
に対し，総評大金労としては総評大阪地評の階級的立場を確立し，これ
を中小企業の多い大金労の強力な後ろ楯とすることが必要となった。
　2）総評大金労から全金大阪地本へ一1951～1955一
　この全金の分裂に際して，組合員が300名を越えるような中堅組合では
左右いずれかの派への支持を明確にし，総評か総同盟への所属を自主的
に決定したが，大多数の中小零細組合では大金労二四担当常任の去就に
従って所属が決まった。さらに結成後まもなく地話を脱退した総同盟大
金労が，地評は官公労・大企業労組に支配されているとの批判を加えて
いたことから，少数派となった総評大金労は組織の動揺を防ぐため，総
評大阪地話を中小零細組合にも頼りになるローカル・センターにしょう
と，議長や組織部長に幹部を送り込み，また地山の地区協議会の結成や
大阪労働金庫の設立に奔走した。
　実際地話に参加した組合には，産別会議や官公労による地域人民闘争
に引き回された苦い経験から，地区共闘を忌避する組織が多く，総評の
地区協議会づくりには，総同盟時代から地区共闘の経験を持っていた総
評大金労が中心となった。また大阪労働金庫の設立にしても，総評大金
労は中小零細組合が集まる組織にもかかわらず，総出資金の20％を拠出
し，理事長に委員長を送るとともに，共同闘争資金全額を預託し出資金・
預金額ともにトップとなった4）。
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　また総評全金中央は，これまでの「手工業的」な運動方式を脱却する
ため，企業別組合の連合体的な運営から産業別単一組織へ移行するため
の組織改革案を52年の第3回大会に提起し，これを受けて総評大金労も
この方向を確認し，53年に全金大阪地方本部（以下全金大阪）へと移行
する。さらにこの段階で多数の純中立的な業種別組織に所属していた単
産無所属の中堅組合などが新たに加盟したことから，組織運営の近代化
を進めるため，従来のボス的な常任役員による個別指導からの脱却をめ
ざし，①各種委員会を学問に開催し，十分な討議を行う，②地協を府下
7つの大地協に再編する，③小支部・零細支部によって各地協に地域合
同支部を結成する，④大支部役員を地協活動へ協力させる，⑤地響内の
隣組組織の設置による地区共闘の強化を図る，④常任をオルグ活動に専
念させ，地区の共闘を組織するとともに重要な争議への集中的指導を行
うことなどを決めた。
　3）春闘参加と戦線拡大一1955～57一
　こうして総評全金は規約上産業別単一組織となったが，各支部の企業
別組合としての性格が一挙に変わるものではなかった。実際55年に始ま
る春闘に総評全金は参加するが，そこでもなお産業別統一闘争を実施で
きるような体制にはなかった。景気は56年から上向き始め，各支部も次
第に活力が出始めるが，当時の大阪地本では全ての支部の賃上げ時期を
春に揃えることも出来ず，また春闘でも要求額や要求提出日さえ統一す
ることができなかった。またこの頃日本生産性本部が設立され，これに
賛同する総同盟大阪連合会は在阪経済団体と生産性関西地方本部を設立
する。これに反対した総評全金は，職場闘争によって労働者の団結を固
めようとするが，激しい企業間競争のために人員整理や倒産に不安を抱
く中小零細組合の職場では，生産性向上反対と唱えても組合員にはこれ
を理解することはむずかしかった。
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　他方こうした中小零細の厳しい経営状況の中で，未組織労働者が次々
と組合結成に踏み切っていったが，その闘争はしばしば困難を極め，争
議が全金大阪へと持ち込まれることが多くなっていった。これに対し全
金大阪は地本や地協を挙げて支援し，地区共闘態勢を徐々に整えること
で「闘う組合」としての声価を高め，加盟組合を大きく増やしていった。
　また総評全金は結成以来，中小企業労働者は政治を変えねば生活の安
定を実現できないとの立場から，この間全面講和，破防法反対，憲法擁
護など大阪地下の生活・平和闘争の各種行動・集会に大動員を行い，選
挙においても左派社会党候補者の当選に寄与してきた。とりわけ55年の
総選挙では，大阪地方で全国で初めて革新が過半数を制するに至った5）。
　一方全金大阪は結成以来組織拡大を大きな任務とし，産別整理により
上からの組織再編に努力してきた。しかしこの方針ではなかなか成果が
上がらないため，56年にはこれを「共闘による組織拡大」路線に転換さ
せ，地区での中小企業の共闘に力を注ぎ始めた。また中立・無所属組織
についても，これら組織が加盟してきた業種別組織に対するこれまでの
不信を改め，むしろ業種別対策を充実させる中で，中立・無所属組織を
闘争へ巻き込もうとした。
　さらに全金大阪は，分裂以降中央とともに金属労働戦線の統一を目標
とし，53年に中央で金属6単産による金属共闘が発足したのを受けて，
54年には恒常的な共闘組織として金属8単産による大阪金属労働組合懇
談会を結成し，続いてこれを周辺府県へと広げ関西金属機械労働組合連
絡協議会を組織した。また56年の共産党6全協大会での路線転換を契機
に，総評全金は組織が激減していた産別金属との接触を深め，大阪では
57年に，また中，央では58年に産別金属との組織統一が成った。
　4）警職法から安保闘争への高揚一1957～60－
　57年の鉄鋼労連の秋季賃上げ闘争は，11波19日の長期ストを打ち抜き
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ながら，ゼロ回答で押し切られたが，鉄鋼を含む金属機械産業はなお好
況下にあったため，その年の年末一時金は前年を上回った。しかし58年
の春闘では，鍋底不況が広がる中，前年の鉄鋼経営者に倣って大企業が
軒並み賃上げ抑制で結束を固めたため，大阪でも多くの組合がストを打
ちながら前年を下回る額で妥結せざるを得ず，全金大阪の各支部も不満
足な結果に終わった。また続いて行われた夏季一時金闘争では，全金と
して初めて集団交渉団方式を打ち出すが，ほとんど実現しないままに前
年とほぼ同額で妥結した。このような状況下で全金大阪は，地協組織の
強化のため，地協への地本還付金を引き上げるとともに，地協の本格整
備に取り掛かった。
　58年10月，政府が警職法改革案を国会に上程するや，総評大阪地評は
全国に先駆けてゼネストで闘う方針を掲げ，全金大阪もこれを強く支持
し，11月のゼネストでは多くの支部が24時間ないし半日ストを打つとと
もに，全支部が扇町プールの決起集会に「根こそぎ動員」を行った他，
地協組織は多くの地区で警職法反対地区共闘結成の中心となった6）。
　この年の年末一時金闘争は，不況からの脱却がなお遅く，支部の要求
提出は遅れ，要求額も前年を下回ったが，平均妥結額は前年より上回っ
た。これについて地本は闘争総括において警職法反対で少しでもストを
やった支部の年末一時金は前年を上回ったと指摘，北大阪地協ではブロ
ック毎の集団交渉を初めて行い，全地協中最高の妥結額を獲得した。
　翌59年の全金大阪地本第7回大会は，安保破棄の闘いを低賃金体制打
破の闘いと結合する方針を提起し，安保スト権の確立を決定した。そし
て11月の大阪安保統一行動には，各地区・ブロックでの年末一時金闘争
を通じた安保地区共闘会議の強化を背景に警職法闘争を上回る動員を行
い，この年の年末一時金は前年を30％も上回る戦後最高額を達成。この
安保と賃上げを結び付けた闘争の高揚は翌年の春闘へと繋がり，前年妥
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二三を大幅に上回る成果を獲得するとともに，大手企業が中心の金属他
単産のそれと肩を並べる位置につけた。その後も全金大阪は，「大幅賃上
げは安保のお蔭」と，各種の大衆行動に大動員をかけ続けた。
　他方三池闘争に対しても，大阪地回を挙げてカンパやオルグ団を派遣
して支援に全力を上げる中，全金大阪も組合費の3ケ月分に上る多額の
カンパを送った。このように全高大阪は，安保闘争と三池支援をつうじ
てその戦闘性を高め，この年の夏季一時金闘争は殆どストに入ることな
く，前年を20％も上回る額を獲得した。
　5）統一要求・統一闘争の開始一1960～62一
　全金大阪は，60年安保に他単産を凌ぐ大動員とストを展開し，地域に
おいては地区安保共闘の中核となって活躍した。そのため各地区・ブロ
ックでの企業を超えた連帯性は飛躍的に高まることとなったが，この経
験は翌61，62年の春闘において他単産が目を見張る強力な統一闘争の展
開に繋がる。
　すなわち総評全金中央は61年春闘での賃上げ目標に5000円の大幅額を
設定，これを受けて北大阪地協は「どこでも誰でも5000円賃上げ」の統
一要求を中央・地本・支部委員長の三者連名で各企業に提出する集団交
渉・統一ストの方針を打ち出し，各支部から集団交渉委員を出すととも
に，各支部の闘争資金を地協にプールし，各支部が2ケ月闘える生活体
制を整えた。全金大阪もこの北大阪地回の統一闘争方針を全面的に採用
し，全地回・全支部への拡大を目指した結果，大部分の支部が総評全金
始まって以来の賃上げ5000円を一斉要求し，折からの最賃統一ストをも
打ち抜きながら，各地協は統一回答指定日以降，回答突き上げの大衆行
動で次々と高額回答を勝ち取っていった。中でも北大阪地協は地本平均
獲得額の3600円を大きく上回る平均4200円の賃上げを獲得し，関西一円
で注目された。
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　続く62年春闘では，全金大阪は主要単産による賃金相場が確立される
以前に先行して闘いを進める方針を打ち出し，これを折からの最賃制獲
得闘争の高揚に包み込んで盛り上げようとした。そして各地協・ブロッ
クは，早くから中小企業単産の地区組織を巻き込んで最賃獲得地区共闘
会議を結成し，2月の最賃制獲得・大幅賃上げ総決起集会を始め，各地
区の集会に大量動員をかけていった。こうして最賃制統一行動を軸に，
総評全金を始めとする中小組合単産の賃金闘争が高揚する中で，全金大
阪の各地協は次々と高額回答を引き出していった。
　とりわけ62年春闘の場合，地協問の闘争不均等の是正が意識され，3
月の最賃制統一半日ストには殆どすべての拠点支部が参加するとともに，
各地協も揃って追い込みに突入，先に高額妥結した地協でも，「高額達成
は最賃のお蔭」とその後引き続く他単産を巻き込んだ統一ストに参加す
る一方，従来同業他社の動向に引っ張られることの多かった拠点支部も，
地区の統一行動に参加する中で，他地協の同業他社を牽引して業種別共
闘をストで闘い抜いた。
　こうして1960年の安保闘争の経験を生かした地協・ブロックを中核と
する61，62年の全金大阪の統一要求・統一闘争は，各地区の中立・無所
属組合や未組織労働者に多大な影響を与え，この2年間に新規加盟が続
出した。そのため60年に284支部27，500名だった全金大阪は62年には358
支部46，000名となり，58年の224支部20，000名体制から僅か5年で組織を
倍増させ，総評大阪地評の中でも各地区共闘の中核として最も戦闘的に
闘う組織としての地位を確立した。
　　1＞本節の記述は，特に注記しない限り，全金大阪地本40年史編集委員会（1989）
　　　の記述ならびに関係者からの聞き取りに基づいた。
　　2）関西，とりわけ大阪では46年春頃まで，総同盟結成に参加した旧全評系指導
　　　者が共産党員の旧全協系指導者に，総同盟結成に協力するように働きかけた
　　　ため，関東とは対照的に，共産党が総同盟に対抗する組織化を控えたといわ
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　れる。こうした事情の背景には戦前大阪の運動事情やそこでの指導者間の人
　間関係が反映している。大阪社会労働運動史編集委員会（1987）p．275－276．
3）結成当初の組織勢力は，大金労が114組合35，000名，全金が550組300，000名で
　あった。大阪社会労働運動史編集委員会（1987）p．284．
4）大阪の場合，総評大阪と総同盟大阪への分裂によって2つの労働金庫が並存
　　したが，両金庫ともその事業運営の水準はきわめて高かったとされる。それ
　はまた中小企業を多く抱えた大阪における労働金庫の重要性を反映した。大
　阪社会労働運動史編集委員会q987＞p、1291－1310．
5）1953年の総選挙では，革：根系は右社5，左社3，共産1の計9議席で，保守
　系の10議席に1議席及ばなかったが，その次の55年の総選挙では，右社5，
　左杜4，共産2の計11議席で，保守系の8議席を3議席上回った。大阪社会
　労働運動史編集委員会（1991）p．418．
6）警職法反対闘争では総評と全労が共闘し，11月5日に行われた警職法反対の
　ゼネストでは，大阪で37万入が24時間ストを含む職場行動に参加，52年の破
　　防法闘争を上回る戦後最大の政治ゼネストとなった。大阪社会労働運動史編
　　集委員会（1991）p．596－598．
3．北大阪全金横丁における階級形成
　1）北大阪地協と全金横丁の概況
　本節では，前節で述べた全金大阪の発展を，それを中核で支えた北大
阪地協，とりわけ全金横丁と呼ばれたその中枢地区での活動実態に即し
て叙述する。
　北大阪地協は前述した敗戦直後に誕生した大金労の時代から存在した
地域組織であり，当時は東淀川地協と呼ばれていたが，その後全金大阪
が発足し，さらに単一組織に発展した1953年に北大臨地協へと名称を変
えた。そしてこの北大刺網協は，65年目隣の西大阪地協と合併し，西北
地協として今日に至っている。
　北大阪地響は，全金大阪が挟を分かった総同盟勢力に人員数で大きく
水を開けられていた発足当時，その数少ない拠点地域の1つであった。
その後北大野地協は，50年遅後半以降の地域での相次ぐ闘争を通じて組
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　　　　　［表1
社名
①大阪重油炉（ボルカノ）
②日阪（くさか）製作所
③※桜製作所
④※昭和金属L業従組D
⑤タイガー計算器
⑥中山．工業所
⑦日本工具
⑧長谷川ポンプ工業所
⑨※浜田送風機
⑩ヤンマーディーゼルトー三
⑪鷲尾1二作所2，
⑫五常製作所3）
北大阪全金横丁支部一覧・・
住所
野中北通1－13
堀L通3－20
野中南通2－26
野中南通3－18
野中南通2－10
野中南通3－12
野中北通1－18
十・三西ノ町5－7
業斤偉i南」孟3－23
野中南通
新高南通3－1
　　　大阪労働者階級の形成
・・黒]全金○○支部］
業務内容
築炉
ステンレス製品
定量ポンプ・温レータ
扇錠
計算器
削岩機
切削．「具
高圧ポンプ
送風機
ディーゼル機関
厨房機器
始動弁
組合員数（男女）
　46（36！10）
110（10911）
　84（69／15）
160（8⑪〆80）
430（370／60）
　17（17．！O）
　33（3310）
　46（43〆3＞
155（152．！3）
133（114／19）
　48（4612）
　17（一）
［『人：阪lflf労f動組合名簿』li1｛和30年版（無印）、36年版より（※）］
3）昭和59年段階の資料で確認、総評斜E1金属労働糸1［合西北地区協議会『｛》金西北地溝の歩み1
1）昭和36年版令国金属．勧11盟
2）昭和30年版段階では全同金属未加盟、36年版では令金支部
　（1984）よ　E）
織を増やし，64年には78支部6641名で，全金大阪全体の約4分の1を占
める質量ともに最強地協へと成長していった1）。
　北大阪地協のあった東淀川区は大阪市北部の工業区であり，戦前戦中
に軍需工業地帯として発展した。また戦後も，戦災による打撃を受けな
がら急速な再建により1950年代半ばには従業員数で市内22区のトップ，
生産額で同じく2位を占める重工業地帯であった。そのため地域には鐘
紡，武田薬品，ヤンマーディーゼルなど各業種の有名企業の工場が数多
く立地していた2）。そして北大阪の全金横丁は，この東淀川区の中央部に
位置し，阪急十三駅を南端とし，そこから分岐する阪急神戸線と宝塚線
に挟まれた南北800m，東西400mの一帯に1950年代から60年代にかけて
展開していた（図1参照）。
　全金横丁を構成していたのは表1に示したおよそ12支部であり，これ
ら支部は地協の下部単位である十三ブロックと三国ブロックに跨がって
いた。この一帯は，大中小の各種工場が軒を並べる工場街であった。ま
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た図1からわかるように，支部の多くは互いに道一本隔てた隣同志の間
柄であり，全体でも自転車で一走りで回れる距離にあった。
　横丁の12支部は，400名を越えたタイガー計算器を除いて小は20名弱か
ら大は，150名余りの中小企業で，それぞれに業務内容は多種多様である
が，概ね独自製品を持つ独立企業であった。また自らの腕と才覚で会社
を起こした創業者によるオーナー企業がほんどで，比較的業績は良好で
あった。さらにこの時期，従業員は男性の職工が大半を占め，そのうち
中堅層は勤続が長く，これに若年層が続いて，一部では定期新卒採用ま
で行われていた。他方これら従業員の多くは，東淀川や隣の豊中市など
地元に住み，自転車通勤が主で遠くても30分というのが当時の通り相場
であった。例えば浜田送風機の場合，1961年の段階で，従業員108名のう
ち徒歩で通勤する者が43名，電車及びバスで通勤する者が32名，自転車
その他自家用車で通勤する者が33名で，所要時間は最高90分から最低3
分という状況だった3》。
　2）北大阪二二の発展と全金横丁
　前述したように北大阪地息は，50年代末から全金大阪ではもちろんの
こと，全国でも戦闘的な地域組織としてその名が轟くことになるが，も
ちろん始めからそうした状況にあったわけではない。ここでは後にこの
地域の中心組合となるタイガー計算器支部での動きを通じて，その軌跡
を追うことにする。
　まず全金大阪ができて間もない50年代初頭は，組織体制も闘争経験も
充分でなく，各支部は経営者との交渉において少なからず苦杯を舐めて
いた。例えばタイガーでも50年のベースアップ要求に際して，会社に申
し入れを行った組合役員達は，社長に「お前達はものを頼むのに要求と
は何事か，私の会社にお前達に要求される覚えはない」と一喝され，「憲
法で団結権が保障されており，労働組合法では労使は対等である事も保
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障されている」と組合役員が説明しても，「お前達は会社の現況に不満で
あるか，私のいうことが聞けるのか，聞けないのか」と列席した組合員
は名指しで詰めよられ，全員意気消沈する中を組合は無条件降伏を認め
て完全な敗北に終っている4）。
　この敗北の影響はその後も尾を引き，組合役員の総辞職や破防法反対
ストの挫折など動揺が続いた。それでも52年には十三地区のメーデーの
集会とデモに全員が青年，壮年，女子の隊列を組んで参加した。また52
年の年末闘争時には，全金大阪地本の激励もあり，全員徹夜を覚悟して
の闘争体制を背景に，初めて会社と対等の立場での団体交渉による成果
を得るに至った。またこの年には，増大する若年や女性層の条件改善や
地位向上の気運を受けて，タイガーでも青年部，婦人部が結成され，そ
の後支部活動の展開に大きな弾みを付けることとなる。さらに年末には
全金の単一組織化に伴い，名称をタイガー計算器労働組合から日本労働
組合総評議会全国金属労働組合タイガー計算器支部へ変更するとともに，
本部執行委員に委員長を派遣し，外部団体との実質的な接触を初めて経
験することとなった。そしてこの年の越年資金闘争では，本部オルグの
助言を受けつつスト権を背景に全組合員が徹夜で待機，労働歌の合唱や
深夜の構内デモなどで交渉委員を支える中で，会社から大きな譲歩を勝
ち取った。当時団交前の大会では無届欠席者への懲罰動議が出るほどの
真剣さで，また昼食後には労働歌の練習，終業後はピケ，デモの実践的
訓練が行われるなど高揚した気分が漂っていた。さらに夜明け前に交渉
終結を要請した交渉委員に対し，待機の組合員は全員盛んな拍手を送っ
て委員達の労をねぎらい，青年部，婦人部は涙を浮かべてお礼の挨拶を
述べたという。翌1月に行われた全金大阪の年末闘争の総括集会で，タ
イガーはこの2年間で全金でも最も成長した組織として賞賛を受けた5）。
　他方54年に入ると，タイガーの活動も平和運動や闘争支援といった企
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業外へのそれへ広がりを見せるようになる。例えば夏には全金大阪の青
年部で30，000名を目標に原水爆禁止の署名活動が取り組まれ，北大阪を
含め大阪各地の駅頭に組合員の呼び掛けがこだまし，十三駅前ではタイ
ガー青年部の組合員が繰り出した6）。また年末には140数日のストライキ
を闘い抜く日鋼室蘭に全国から支援のカンパが寄せられ，タイガーから
も青年部から赤旗が，婦人部から5000円のカンパが激励文とともに送ら
れた7）。さらに年末の一時金闘争では北大阪地霊が越年資金要求貫徹デ
モを組織し，タイガーを始め，横丁の多くの組合がこれに参加，またタ
イガーにとってはこれが初の街頭デモの経験となった。この時の交渉は
膠着状態にあった団交が，北大阪地回役員との最終交渉で社長の譲歩を
引き出すこととなった8）。
　55年は北大阪地回や全金横丁にとって新たな段階を迎える年となる。
まず春には横丁仲間のボルカノ（大阪重油炉）で賃上げをめぐって無期
限ストに突入する9）。また夏には横丁の隣の三国ブロックで総評，総同盟
の枠を越えた小地区共闘が生まれ，全国的に注目される。この地区では
メーデーを機に労組，商店，婦人団体，青年団などが協力して文化祭を
催すこととなり，その準備の過程でこの集まりを三国地区の組合の懇親
会として互いに助け合おうということになった。文化祭当日は地区の三
国小学校講堂を1000名の観客が埋め，各団体から歌だ漫才だ奇術だなど
とたくさんの出し物が続いた。またその後開かれた組合の懇親会も盛況
のうちに終わり，今後も幹事組合回り持ちで毎月開催することとし，ま
たこれを機会に賃上げでも協力し合おうと賃金資料の交換が約束され
たlo）。
　こうした中タイガーでは夏季一時金をめぐって，業績不振で会社の再
建優先を理由にこれを拒否する会社との間で交渉が難航，初のストに突
入する。これに対して十三ブロックではこの争議を重視，タイガー支部
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組合員とともに銀行や各重役宅に陳情に出向くなど様々な協力が行われ
た。またスト経験のないタイガーを支えるため，全金大阪本部が闘争に
直接関わった。そしてスト当日は組合員400名が会社付近の十三公園に集
合，ラッシュアワーの人ごみの中をワッショイワッショイと出勤デモ，
翌日は一斉24時間スト，それ以降は連日販売会社の大阪支店や社長，専
務宅に押し掛け，中間職制の部分ストで生産を麻痺させた。またその間
横丁では近隣のボルカノのグランドで9支部700名が集まり決起大会が
行われ支援のデモが行われた11）。しかし会社との交渉は打開の糸口をつ
かめず，泥沼化することを恐れた全金指三部は地労委の調停に委ねるこ
ととした。この間斡旋案をめぐってさらに労使の応酬は続いたが，結局
会社が組合の一時金等の要求の一部に応えた後に組合も会社と再建案の
協議に応じるという線で争議は一旦は決着を見ることになった。続いて
行われた再建をめぐる労使協議では，人員整理で鋭く対立するが，当初
人員整理に絶対反対の立場を取っていた組合側もその先行きへの不安か
ら，条件闘争へと方針を転換，会社も当初の首切り案を撤回し，本人の
自由意思に基づく希望退職を募ることで労使合意を見た。その結果若年
層を中心に予想を上回る大量の人員が退職していくこととなった。しか
しこの後景気は急激に回復，56年に入るとむしろ追い付かぬ生産と人員
不足で残業が続く皮肉な事態となった12）。
　この頃になるとかつて「坊っちゃん組合」と言われたタイガーも，北
大阪地協のリーダー組合の一角を占め，外部への様々な関わりが増えて
くる。例えば57年の夏には，モスクワで開かれた世界平和友好祭に当時
の婦人部長を全金婦人部代表の一人として派遣，青年部，婦人部の働き
かけにより組合員から高額のカンパが寄せられ，盛大な壮行会が催され
た。またこの年折りからの日中交流気運の高まりを背景に中国青年労働
代表団と中国第一機械工会代表団が相次いで来日，工場視察と交流先の
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1つにタイガーも選ばれ，役員や組合員とティパーティーや会食を共に
し交歓の時を過ごした13）。
　58年に入ると横丁でも高揚する平和運動や政治運動が日常の組合活動
に登場する。例えばタイガーでは，夏に和歌山で開催された勤評反対全
国青年・婦人・学生集会に参加して警官隊と右翼との衝突に巻き込まれ，
自らも負傷した青年部副部長が，その模様を全金の全国機関紙で生々し
く報告している。またこの時期タイガーでは，一部時間内に食い込む臨
時大会を開き，原水爆禁止と勤評反対の決議文を採択している。秋には
総評が呼びかけた全国一斉の警職法改悪反対統一ストライキ行動をめぐ
って，一旦大会で否決された参加案を再度審議するよう青年部，婦人部
が要請，臨時大会を開催した結果，ストライキ行動に参加する執行部案
が賛成多数を得，当日は全金大阪傘下の71支部6，000名とともに24時間の
ストライキ・を決行（96支部9，000名が半日スト），午後には「根こそぎ動
員」がかけられていた扇町公園の決起大会に全金大阪の8，000名の組合員
とともに参加した。その約1ケ月後，警職法は事実上の廃案となり，労
働者の意気が上がったことはいうまでもない14）。
　こうした騒然とした状況の中で迎えたこの年の年末一時金闘争でも，
タイガーの交渉は難航。直ちに組合は闘争体制を確立し，十三中学で行
われた地域共闘主催の決起集会に参加し，警職法粉砕と年末闘争の団結
を確認した後，横丁の仲間とタイガーに抗議デモを敢行，会社に要求の
切実さと団結の強さを訴えてそのまま翌朝からのストを背景に団交に突
入し，会社から満額に近い高水準の回答を引き出すことに成功する。そ
して翌年の全金大阪の年末闘争総括では，「昨年より不景気なのに，昨年
を上回る金額を取ることができた」ことについて，「警職法反対で少しで
もストライキをやった支部の年末一時金は前年度を上回る額を獲得し
た」という指摘がなされ，中でも北大旧地協は全地回中の最高の平均妥
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結額を記録した16）。
　この経験は翌59年の夏季一時金闘争でより高次元へと発展する。この
時の闘争では，各支部で労使の主張の隔たりをめぐって団交が続く中，
タイガーを会場に横丁の支部組合員500名が集まって初の十三ブロック
全員集会が催され，十三地区での経営者の結束を打ち破るべく統一行動
への参加が約された17）。その日タイガーでは団交に進展が見られない中
で，組合がスト通告を行ったが，翌日には全金大阪本部書記長と地協オ
ルグ，そして各支部の代表である地協の役員達が打ち揃ってタイガーを
訪問，会社の姿勢に強く抗議し，また闘争委員も中間職制を相手に生活
の窮状を激しく訴える中でついに要求の満額を獲得する18）。
　こうして58年から59年にかけて，その後北大阪や横丁の代名詞ともな
る「全員集会」と「集団交渉」が本格的に始まることになる。特に後者
は地域の経営者達から「北大阪集団強盗団」と恐れられるユ9）。前述した58
年の年末一時金闘争の総括は，この点について「北大阪地協では第3回
目の団体交渉からは，ブロック毎の集団交渉に切替えることを決定し，
3回目の団体交渉にブロックの組合員多人数が押しかけ，支部に対する
激励と会社に対し抗議した。このことによって会社は，この次の団交か
らこの人達を入れて交渉するのはかなわん，何とか今のうちに解決しよ
うと，大幅に譲歩させ，組合案又はそれに近い数字で解決している」と
述べている20）。
　このように58年から60年の問は，警職法反対闘争から安保闘争まで，
節々に政治行動が配置され，これに春闘や一時金闘争，地域集会や支援
行動等が絡まり，各支部にとって外部の活動が1年を通じて断続的に経
験されるようになっている。例えば各地区にはすでに58年から勤評反対
の小地区共闘が結成されていたが，秋にはそれが警職法反対の地区共闘
に急速に発展，その中核を担った全金大阪のブロック組織は，これを年
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末一時金闘争の共闘組織に横滑りさせて大きな成果を上げたのは前述し
た通りである。そしてこのパターンは安保闘争において一層意識され，
例えば59年の年末一時金闘争の場合，横丁ではその最中にタイガーの大
食堂で安保改定反対年末一時金十三ブロック総決起大会を開催，また数
日後の安保統一行動日には全大阪の5ケ所の出発点の1つとなった十三
から安保改定阻止大阪府民大会の会場である扇町公園に向かって大行進
が行われた。さらにこの時期を一時金闘争の山場に設定してきた全金大
阪の各地区では，横丁を含めて長期ストへの突入が続出，結果として戦
後最高の年末一時金を獲得した21）。しかしタイガーなどでは組合員から
なお「執行部は上級団体の請負である。外部の事ばかりする，何かと云
えば政治活動に走る，動員は喜んで出すが内部の事は中々解決しない等」
と批判が出るほどで，これに対して執行部は60年度の運動方針で「この
ような声が出るのは執行部の指導性と教宣の不足を認めざるを得ない。
現に昨年暮の一時金闘争に於いては，全金の地域共闘が支部の闘いに大
きな影響力を持ったことは，支部員自身も身をもって体験したことであ
るから，こう云う成果に対して我々は更にそれを押し進めるよう努力し
なければならない」と述べている22）。
　そしてこの努力は61年に，一律5000円要求の闘いにおいて1つのピー
クを迎える。前節で述べたように，この闘争を終始牽引したのは北大阪
地協だった。ここではその様子を当時の機関紙記事などから見てみよう
（原文まま）。
「大阪地本は……逐次5000円一律の思想がしみこみ，これまでの常識化
された3000円プラスアルファというような賃闘から，質の違った61年型
賃闘をうちだすために，北大阪で賃闘の火柱をおったてることになった。
その手はじめに，大幅賃上げ5000円で，組合員全員の大討論集会を，2
月1日から6日間中央から高野副委員長，滝中執を助言者とし，大小地
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区にわけ・てっていてきなアジプロに努めている。まず1月下旬から，
小地区の拠点支部をつなぎあわせそのまわりの全組合員，中立，未組織
労働者にむかって“なぜ，大幅賃上げは必要か，どうしたらとれるか，全
員で地域の仲間と話合おう”と呼びかけた。ポスターには，“×日午後5
時半，00小学校大講堂”としるして“大幅賃上げ（5000円）ブロック全
員討論集会”となし，電柱，工場の塀，労働者の家一帯にはりめぐらし
た。2日目の三国小学校のときは，8年ぶりという大雪のふりしきるな
かに，1500人をこえる大集会となった。豊中中学校のときも，1500人を
こえ，寒風にさらされて，場外にあふれる盛況であった。5時半正刻開
会，榊原議長さんの挨拶，ついで高野副委員長が1時間半にわたって，
新安保とその側面としての自由化政策をバクロし，低賃金政策と決戦す
る大幅5000円の闘いの意義をとき，たたかいの組み方，大衆指導につい
てのべれば，大阪地本の武本常任が要求の提出，共闘のくみ方，スト資
金保証など具体的な戦闘体制を説き，9時定刻にいたるまで，議長々々
と連呼する質疑にいちだんと緊張した。議長さんから，“5000円一律の要
求，討議，賃上げと最低賃金制のスト権，スト資金の保証，3月1日要
求，10日以降の全国的統一行動を確認し，貧乏と失業の大行進とともに，
最賃と物価の署名運動，大衆的交流案，こんどこそ統一要求，統一行動
など”が短く集約され，“民族独立”を高ちかに歌って散会，そのあと各支
部2名つつで，大講堂の椅子かたづけと大掃除さすがは“全金”だとおも
われるほど。なおとくに注目されたことはどこの会場でも，共通して，
参加者の問から，次の諸点が指摘されたことである。こんどの“一律”と
いうのは単に“配分案”としてではなく，これまで会社（当局）が生産性
向上をめざしてかさねがさねてきた“職階職務制”的配分（分裂支配）で
っくられた“賃金体系”を打ちくだくものであり，そうしないと，ほんと
うの大幅賃上げも職場の団結統一もかちとれないという意味である……
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年末闘争でも，親会社が，下請の足を引張った経験，巨大支部の職場へ
のもの凄い弾圧労務管理がのべられ，中小は会社との“力関係”において
十分な力量があることが注意されるとともに，大支部はひとりで闘える
というヘイサ的闘争の組み方を改めること，下請企業とともにブロック
共闘の中堅となるようにと指摘された。まわりの工場が安く，賃上げ闘
争もくまないようでは闘いにくいこと，総同盟が第二組合となっている
ところの苦闘がのべられ，最賃制と公共料金吊上げ反対の署名運動を職
場から町の中まで広げよう。ちょうど安保のときのようにやろうと。ス
トライキ資金は，各支部の手持資金を地協に保証しあいストにはいった
支部には，地協が責任をもって1ケ月分のスト資金を保証する…最賃制，
物価吊り上げ反対あるいはラオス干渉反対，日韓会談阻止，嶋中事件な
どの政治闘争とも結合させ，そういうふんいきの中で闘えば，賃闘強化
となるばかりだ」23》
　「集団交渉は，一昨年の夏からはじまったが，これまでは担当執行委
員や責任組合代表だけが加わったものだった。これでは，地協全体の情
報を適格につかむことができないので，春闘では集団交渉特別委員をお
いた。この人員は16名で，この人たちは支部の責任をもった地位にある
人をのぞいて，動きやすい支部からの活動家がえらばれた。特別委員は
担当支部をもち，最後まで支部の問題を責任をもって解決し，地回役員
の手足となってとびまわった。もちろん集団交渉には，地協ブロック
役員も加わり，1回の交渉には必ず10名から20名の交渉団がおしかけて
いった。どこのおやじも，集団交渉を否定する。集団交渉だけでびっく
りする経営者も多い。こうしたなかで“集団交渉がいやなら自主交渉をも
っと誠意をもってやれ，どっちをえらぶか”と追いこんでいった。春闘に
参加した66支部中大きなストに入った支部は7支部にとどまったことを
みても集団交渉の力がうかがえる」24）。
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　こうして61年の春闘で，横丁を含む北大阪を先頭とする全金大阪は，
全金の中で群を抜く成績を納めることとなった。そしてこの北大阪及び
横丁での闘争の高揚は，翌年地域を揺るがす大争議においてピークを迎
える。62年の浜田送風機のロックアウトをめぐる闘争がそれである。
　1960年，横丁の北端に位置する浜田送風機では，まさに近隣の全金支
部の全面的な支援によりょうやく組合が結成される。その混乱も覚めや
らぬ2年後の62年6月，浜田送風機支部はこの年の夏季一時金と当時全
金が強力に推進していた事前協議制を含む労働協約の締結を要求し，こ
れに対する会社の回答を不満とし，直ちに1日の24時間ストとその後部
分ストに突入した。この時会社は，かねてから北大阪地協の統一闘争を
崩そうと考えていた地区経営者団体「六五会」と協議し，関西経営者協
会からも指導を受けて，支部の解体と地協の弱体化を狙っていた。その
ため争議の続く7月，会社は突如ロックアウトを通告し，会社施設を全
面閉鎖した。この時咄嵯の判断で一部施設を占拠した組合は，その後会
社とおよそ50日間睨み合いを続ける。この間全金大阪は，この争議は北
大阪地回だけの問題ではないとして，組織を挙げての支援体制を組んだ。
実際浜田支部の青年婦人部が中心となって，各支部や友好組合に実情を
訴えるオルグ活動を展開した結果，約60本もの他組合の赤旗で工場の塀
を覆ったり，また他組合からは激励や支援の仲間が連日訪れ，さらに資
金カンパも続々と集まって来た。そして浜田の組合員とこれら支援の労
働者数百名で決起大会が何度も催された。またこの間，浜田の組合員は
強固な団結ぶりを会社幹部に見せつけようとあらゆる手段に訴えた。例
えば浜田社長を非難するビラはりは，昼夜を分かたずあるいは風雨にか
かわらず連日続けられ，会社から近隣の社長宅までの沿道は，地方選挙
のときのポスターを上回る密度のビラで埋め尽くされた。また部課長宅
への抗議訪問は，昼夜を問わずのあまりの執拗さに部課長の母子が里帰
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りするほどだった。他方組合員の家族対策も行われ，地域在住者の家族
会議を招集して事態の説明を行う一方，プールやダンス，パーティなど
各種のレクリエーションを組織し，組合員と家族の英気を養うことに務
めた。こうした努力にもかかわらず会社の姿勢は頑強で，これに対して
組合側の再三にわたる社長宅抗議デモでは数千人の労働者が社長の家を
取り囲むなど，争議は地域ぐるみの闘いの様相を帯びてきた。こうして
争議の泥沼化が明らかになり，地域や同業者あるいは各社労使の大きな
話題と注目の的となるに及んで，六五会や関経連そして全金大阪が互い
に事態の収拾に乗り出した。もっともこれらの調整は労使の円満解決に
はなかなか至らず，最後は社会的な影響を憂慮した全金大阪が浜田の組
合員を必死に説得し，長期の大争議はようやく幕を閉じる25）。
　この時期，前節で述べたように，最賃を絡めた統一闘争の高揚で，全
金大阪は大きな成果を収め，またとりわけそれが地域の無所属組合や未
組織労働者に与えたインパクトは大きく，組織は飛躍的に増えていった。
浜田の争議もこうした上り坂の全金大阪を象徴する事件であった。
1）総評全国金属労働組合西北地区協議会（1984）p．10－12．
2）　111端　（1956）　p．212－218．
3）総評全国金属労働組合浜田送風機支部（1970）p．12．
4）総評全国金属労働組合タイガー計算器支部（1968）p．47－48．
5）同上，p、61－79．
6）『全国金属』38号（1954）
7）同i二，53号（1954）
8）総評全国金属労働組合タイガー計算器支部（1968）p．86－88，
9）『全国金属』68号（1955）
10）同L，73号（1955）
11）同上，75号（1955）
12＞総評全国金属労働組合タイガー計算器支部（1968）p．91－104．
13）同h，p．117－122，
14）　「司⊥＝，　p．131－138，
15）同上，p．139．
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16）全金大阪地本40年史編集委員会（1989）p．229．
17）『全国金属」　188号（1959）
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18）総評全国金属労働組合タイガー計算器支部（1968）p．141－142．
19）総評全国金属労働組合西北地協（1984）p．20，
20）全金大阪地本40年史編集委員会（1989）p．229．
21）　匠書1卜、，　p．238－241．
22）総評全国金属労働組合タイガー計算器支部（／968）p．143．
23＞『全国金属』246号（1961）
24）同L，260号（1961）
25）総評全国金属労働組合浜田送風機支部（1970）p．7－9．33－41．
4．考察
　以上が全金大阪を中心とした大阪の金属労働者による戦後の階級形成
の軌跡であった。ここでは本稿冒頭の問題関心に立ち返って，これにい
くつかの考察を加える。
　1つは階級化の空回条件としての地域という問題である。最初のトム
ソンの議論に即して言えば，労働者階級の主体的側面と労働運動の国民
性・民族性の論点に関わる。これまでの叙述で明らかなように，労働者
が共通の経験と利益を感じるのに，すなわちトムソンのいう階級形成に
おいて，中小企業が密集する大阪，とりわけ北大阪という地域特性はそ
の空間条件としてポジティブに働いた。例えば全国的な政治運動や経済
闘争が，地域共闘という形で実際に企業横断的な空間を用意することに
よって，労働者に共通体験意識をより実感させたことは確かであるし，
また運動の側もそれを意識していた。
　そしてこのことに関連して，2番目に当時の大阪経済の特殊性の問題
がある。一般に大阪経済については戦後一貫した地盤沈下と産業の域外
流出が指摘されてきたが，戦後から50年代にかけては戦中と高度成長の
間で全国的な優位を回復していた時代であり，それはまた中小企業を主
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　55
力とする雑貨輸出と金属製品の国内供給に牽引された戦前からの構造を
基本的に維持した形においてであったb。実際当時はまだ大企業による
系列化は圧倒的な支配力を持つには至っておらず，中小製造業は独自の
競争力を持ち得ていた。したがって当時の賃金交渉には，業績や支払い
能力あるいは取引関係といった経済的な拘束にはなお柔軟性があり，そ
れだけ労使の力関係が物を言う余地があった。ちなみに横丁では，大幅
賃上げの原資はほとんどが価格転嫁によって出されており，それだけ各
社の製品は市場で優位性を持っていた2）。
　さらに関連して，3番目に戦前からの遺産の問題，いいかえれば継続
性のそれが挙げられる。これは産業構造の点だけでなく，運動の側にお
いても指摘できる。例えば戦前の強固な総同盟入脈や二三入脈の系譜は
戦後にも引き継がれ，それは金属の場合最も顕著であった3）。したがって
戦後総評系と同盟系に分裂し，激烈な組織戦争を展開したとはいえ，見
方を変えれば商品の差別化を図った同業他社同士の競争による市場拡大
という側面も否定できない。そしてこれら第2，第3の点は，逆に産業
構造の転換により大阪から中小企業が流出し，あるいは系列関係が圧倒
的な影響力を持ち，それに伴い人的関係が断絶されれば，1つ目の空間
条件としての地域の特殊性は減退していくことになる。事実70年代以降
の横丁の崩壊は，工場の移転を中心とする地域の変貌が決定的であった。
　ではこの50年代から60年代にかけての大阪金属労働者の階級形成を支
えた文化的要因は何か。それは当時労働者が抱いた職場あるいは会社像
とそれを実現するための社会的な力学への確信ではなかったか。それが
4番目の問題である。確かにこの時期の労働者，とりわけ中小企業のそ
れが職場や会社のありかたに期待したものは，経済的，政治的というよ
りは倫理的であった。それは組合結成や争議突入に際して，経営者の不
誠実な態度やあるいは暴君的な態度を理由にあげたことに現れ，逆に組
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合員同士の関係においては，正義や連帯に忠実な姿勢とそれを体言する
新しい行動様式を追求したことに示された。実際集会，デモやスト，団
交，あるいはレクリエーションや歌声運動といった諸活動は・まさにそ
の場として機能していたといえる。
　ではこのことと企業を越えた労働者の共闘はどのような関係にあるの
だろうか。おそらく不誠実な経営者を糺す手段として，あるいは経営者
が不誠実な態度をとる要因として，外部環境の重要性を認識したからで
はないだろうか。つまり社会的には経営者に対する世間からの圧力を，
経済的には経営者の経営環境の好転を，政治的には経営者に時代の変化
の認識を，それぞれに与えるために政治運動や地域共闘への動員が図ら
れた，少なくとも労働者たちにはそのような関係として理解されていた
のではないか。この点でアメリカの1920年代の福祉資本主義と1930年代
以降の福祉国家との関係についてのりザベス・コーエンの指摘は興味深
い。すなわち彼女は，ニューディールの形成に関して，大恐慌以前の好
況期における福祉資本主義が労働者に経営者も正しい環境の下では倫理
的に振る舞えることを教え，そうした資本主義も悪くないと感じさせた
とし，この労働者による「モラル・キ・ヤピタリズム」の是認の上に，30
年代の労働運動はそうした「正しい環境」を整えるものとしてニューデ
ィールを支持し，また全国的・階級的組織化と政治的活動に遇回したと
説明する。このアイディアは1950年代から60年忌の日本の状況に関して
も検証する価値があるだろう4）。
　以上が戦後大阪の金属労働者による階級形成について，これまでの分
析から得られた論点である。残された課題は多いが，これにより戦後労
働運動の再評価への1つの出発点が定められた眺
1）大阪社会労働運動史編集委員会（1991）p，3－12．
2）例えばタイガー計算器の主力製品である自動計算器は，戦後この主の製品の
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　草分けとして有名であり，当時官公庁を中心に絶対的な信用を勝ち得ていた。
3）例えば全金北大阪地協の中心である東淀川の十三周辺には，戦前から旧酷評
　系の幹部が住んでおり，これら幹部と地域の組合員との日常的な交流は運動
　の展開にさまざまな点で有利な条件を与えた。
4）Cohen（1990）。さらにここでのアメリカにおける「福祉資本主義体験」を日
　本の文脈においてどのように措定するかは，「日本的経営」の形成や「戦後民
　主主義」の意味と関わって重要な問題となろう。
5）今後の研究の展開としては，西の北大阪と並んで東の全金横丁として有名で
　　あった東京蒲田の糀谷地区との比較をとりあえず考えている。
※本稿は文部省科学研究費・重点領域研究「戦後日本形成の基礎的研究」（代表　渡
　辺昭夫〉「国際政治経済システムと戦後日本」（研究班責任者　村松岐夫）課題
　番号04213106の助成による研究成果の一部である。
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